
１　人材育成の視点

取組みの方向性 審議会における改善策等
⑴ 不正行為防止等に関する制度内容の職
員への浸透度

不正行為の防止などに関連した職員倫理やコンプライアンス意識、不祥
事の未然防止に向けた制度は一定構築されているものの、部署ごとに、
業務において取り扱う情報の内容に違いがあることもあり、これらの制
度の浸透度合いにばらつきがあり、全ての職員に十分に浸透している状
況にはなっていない。

不正行為防止等に関する制度が多岐にわたっており、情報量が多く混乱
してしまっていることが懸念されるため、業務において取り扱う情報の
内容に応じるなどポイントを絞って浸透させていく必要がある。

⑵　担当職員の相談体制 公共工事の入札及び契約に関わる担当職員が、事業者側からアプローチ
を受けた場合や、その対応に迷った際の相談体制が、統一的に明文化さ
れていない。

「社会的妥当性を逸脱した苦情等への対応マニュアル」について具体的
に周知するとともに、公共工事の入札及び契約に関わる部署における事
業者からの接触に対する対応方法や相談体制の明文化など、業務に適合
した対応マニュアルの整備と周知が必要である。

⑶　職員倫理研修の対象者 職員倫理に関する研修については、入職時と昇任・昇格時に実施してい
るが、長期間昇任・昇格していない職員にあっては、長期にわたり、倫
理研修を受講する機会がない状況となっている。

当該補職に就いて5年目、10年目等、在職年数による研修の実施など、
すべての職員が倫理研修を定期的に受講できる仕組みが必要である。

⑷　職員の意識醸成 公務員倫理やコンプライアンス研修等のテーマが多岐にわたっており、
その実施が必ずしも不正行為の防止に向けた意識の醸成につながってい
ない。

職員一人ひとりが今回の事象を他人事と考えるのではなく、自らも当事
者となりうるということを意識することが大切であり、日常での継続的
な取組みやワークショップ形式の参加型研修の実施など、不正行為の未
然防止についての当事者意識の醸成に向けた取組みが必要である。

・職務に対するやりがいを醸成するような育成の取組
・研修でヒヤリハットの議論の実施。
・他団体で起こった事例のケーススタディ。

⑸  適切な人員配置 委託や工事の担当部署等における職員については、事業者との過度の接
触を避けるため、適切な期間で人事異動することが望ましいが、業務の
専門性から異動先が限られている。

不祥事の未然防止に向けては、定期的な人事異動のみならず、担当換え
等も行い、事業者との過度な接触を絶つことができる取組みのほか、倫
理観の醸成など人材育成の取組みも重要である。また、公共工事の入札
及び契約に関わる業務については、担当職員の孤立を防ぐ観点からも、
事業者との接触も含めて複数の担当者で対応することが望ましいと考え
る。

⑹　不正行為の兆しを見逃さない組織風土 不正行為に対する危機意識が希薄で、ごく身近で生じている不正の兆し
を見逃している可能性がある。

公務における不祥事や不正行為は、全職員が全ての職場で起きる可能性
があるとの当事者意識を共有することが大切であり、特に上司である管
理監督職員が中心となって、不正行為の兆しを見逃さない組織風土を醸
成していく必要がある。

・以前から疑義情報が入っていて、調査していたにも
かかわらず、事象が発生していることを受け、おかし
いと思ったら言える、それを上司が受け止められるよ
うな風通しの良い職場風土。（事前に通報があって、
本人に聞いたらやっていないと言っているということ
で処理されたが、職員の中には納得していなかった人
もいたのではないか、そういったことを議論できるよ
うな、吸い上げられるような職場）
・隣の人が何か不正をしているのではないかというの
を見逃さないということだけでなく、普段から意思疎
通や横の繋がりをより深める。
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現状における課題・問題点
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２　機密情報管理の視点

取組みの方向性 改善策等
⑴ 機密情報として取り扱う文書及び情報
を共有すべき範囲

違算防止のためにも、一定の共有は必要であるが、無制限に同じ部署の
職員が知り得る状況は好ましくない。

工事設計金額が概ね確定するときから契約を締結するまでの間の文書及
び情報につき、当該文書及び情報を共有した職員が、後日においても容
易に特定できるよう、情報取扱者の一覧を保管しておくことが必要であ
る。

・アンケート結果の最大公約数のような情報管理の取
組

⑵ 機密情報として取り扱う文書及び情報
の保管方法

紙文書については、施錠可能な保管庫に収納することが必要である。し
かし、施錠可能な保管庫が不足している。
設計積算システムや財務会計システムについては、同じ部署の職員が誰
でも見ることができる状態である。

紙文書については、施錠可能な保管庫に収納し、施錠管理の責任体制を
明確にすることが必要であることから、施錠可能な保管庫が不足してい
る部署につき、施錠可能な保管庫を必要な数だけ確保することが必要で
ある。
設計積算システムや財務会計システムについて、パスワードによるアク
セス制限、十分なログの記録等ができるよう、システム改修を実施する
必要がある。

・機密情報の管理の手法の徹底的な洗い直し
・機密情報はできるだけ限定する（公表後に作成する
などしてなくせるものはできるだけなくす。紙とデー
タがあるものはどちらかに減らす。見ることができる
人も減らす。見ることができる人は明確に決めてお
く。）
・パスワード管理
・不要なものは削除

３　入札制度改革の視点

取組みの方向性 改善策等
⑴ 入札及び契約に関する事務手続きの見
直し

現在、工事発注課の建設工事の施行決裁等においては、価格情報を記載
せずに持ち回りによる回付を行う等、入札・契約に関する情報の取り扱
いは、より限定的・局所的としている。
また、契約課においても、入札・契約に関する資料については、施錠で
きるロッカーに保管する等、厳重な管理を行っている。
一方、事務手続きに係るミスを防止するため、担当グループ職員による
チェック体制強化や工事担当課と契約課との契約締結依頼手続きにおけ
る関係書類を庁内組織メールで送付を行う等、一部の職員に限定されて
いるものの、複数職員が閲覧できる状態にもある。

札及び契約に関する事務手続きにおいて、工事担当課及び契約課内での
発注情報や価格情報については、限定的・局所的及び厳重な取り扱いと
しているところであるが、一部の手続きの中で複数職員が閲覧できる状
態であることから、以下の点について、さらに強化することが必要であ
る。
・庁内組織メールにて送付している契約締結依頼様式に価格情報が記載
されていることから、当該項目を削除する。
・工事担当課と契約課との価格情報を含む発注情報のやり取りにおい
て、組織メールを利用せずに、個人から個人への送受信等を行う。ま
た、工事担当から契約課への工事契約依頼については、金入り設計書が
添付されているため、現在行っている紙ベースでの依頼をなくし、担当
職員間でデータのみの依頼とする。
・契約課において、各グループ（工事・委託・物品）毎でＰドライブ等
を設置し、各グループで扱う入札及び契約に関する情報について、より
限定的なものとする。

⑶　予定価格等の公表時期の見直し 公共工事の予定価格や最低制限価格等（以下、「予定価格等」とい
う。）の公表時期については、これまで事前公表であったものを、平成
22年度以降、段階的に事後公表に切り替え、平成28年度には予定価格等
についてはすべて事後公表とし、適正な競争の確保や不良・不適格業者
（積算能力を欠く者など）の排除に取り組んできたところである。
しかし、一方で事後公表による弊害として、予定価格等の情報を探る、
漏らすといった不正行為に至る恐れがある。

価格情報の漏洩等を防止する観点から、予定価格等の公表時期につい
て、検討する必要がある。

⑷　最低制限価格等の算定方法の見直し 現在、本市における公共工事の最低制限価格等については、ほとんどの
自治体が採用している、中央公共契約制度運用連絡協議会（中央公契
連）が定める最新のモデルに準じ、設計額の内訳の項目に「枚方市最低
制限価格の設定に関する要綱」に示された一定の率を、それぞれの項目
に乗じて算定している。また、同要綱については契約課ホームページで
公表を行っている。
従って、設計価格を知り得ることにより、予定価格、最低制限価格が安
易に推測することができる。

価格情報を探るという不正行為を防止するためには、ランダム係数を乗
じる方法（最低制限価格に無作為のランダム係数を乗じ、算定する。）
や価格変動型（入札金額の平均額に一定の割合を乗じ、算定する等）を
導入することにより、入札当日まで最低制限価格等が誰にもわからない
ため、事業者が価格情報等を探ろうとする不正な働きかけや価格漏洩な
どの不正を未然に防止することが可能となる等、一定の効果があると認
められることから、その導入について、検討する必要がある。また、こ
れらの他に、最低制限価格等が固定値であっても、落札決定がその価格
に依らない総合評価方式の導入や低入札価格制度の拡大等を含めた検討
が必要である。

現状における課題・問題点

現状における課題・問題点
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⑸　入札監視員の職務等 現在、本市においては、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関
する法律」に基づき策定された「公共工事の入札及び契約の適正化を図
るための措置に関する指針」により、透明性の確保に当たっては、学識
経験者等の第三者の意見を適切に反映することが、全ての発注者に対し
て求められていることから、入札及び契約手続の適正かつ公正な執行を
図るため、「枚方市入札監視員設置要綱」を制定し、入札監視員を設置
している。
主な職務としては、入札及び契約手続きの状況審査、また、入札方法、
執行等についての意見聴取や、談合情報等についての審査に係る意見聴
取である。
談合情報が寄せられた場合は、入札監視員の意見を踏まえ、必要に応じ
て、事業者及び職員に対し、庁内の「枚方市談合情報対応緊急会議」が
ヒアリング等を行っているが、本市職員が実施していることから、不正
行為への抑止力に繋がる効果としては疑問が残る。

本市職員が絡む談合情報が寄せられた場合、これまでのとおり職員間で
ヒアリングを行っても効果がないと考えられるため、入札監視員による
ヒアリングを行うことが不正の抑止力を含め、有効な手段であると考え
られるが、その効果や手法について、検討する必要がある。

・入札監視員の役割の拡充（工事案件の審査だけでな
く制度の問題等の議論。）
・庁内の入札に関わる審査会の充実。

分類検討項目 ・防止対策として、調査権限のある部門が調査をし
て、事案を明らかにする必要がある。事前に情報が
入った場合及び、不正が起こった場合に調査する部署
を設置し権限と責任を持たせるべき。
・内部監査をする部署の機能強化を図るべき。
・過去に契約関係にあった業者からの通報を受け付け
る制度がないため、外部通報窓口制度も検討していく
必要がある。
・改善策に対して年1回でも検証する仕組みの設定。

その他の検討事項（入札制度等） ・総合評価制度の検討。
・入札制度の検討（価格変動型については、平均値を
取るので積算が反映されず、きちんと積算できる業者
が取れないという弊害がある。低入札価格制度では低
入札価格調査をして、適正に履行できるかどうかを判
断する基準について適正に履行することができないと
言う相当な証拠が要る。低入札価格制度で総合評価方
式を導入する仕組みでは、基準価格を下回った場合は
総合評価の色々な部分で点数が大きく下がってしまう
ということになり、最低制限価格と同じになってしま
うといったそれぞれの課題がある。）
・落とす場合の基準を明確に定め、低入札価格制度を
ある程度金額を下げるなどの拡大のを行う。
・一般競争入札の参加業者の範囲を拡大。
・反対意見もありますが、職員を守るためランダム係
数の導入。
・機密情報の価値を下げる。（建築工事の図面発注に
参考数値を示す。ランダム係数の検討）

※３－(２)については、「２機密情報管理の視点　(1)機密情報として取り扱う文書及び情報を共有すべき範囲」と内容が重複しているため削除しています。
※中間報告書から一部加筆した部分につきましては、ゴシック体で下線を引かせていただいております。


